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2022年３月期の業績予想（IFRS）について 

 

  2022 年３月期（2021 年４月１日～2022 年３月 31 日）における当社の業績予想（IFRS）は、次のとおりであり

ます。 

 

【連 結】                (単位：百万円・％） 

決算期 

 

項 目 

2022 年３月期 

（予想） 

2021 年３月期 

（実績） 

2020 年３月期 

（実績） 

 
対売上

高比率 

対前期 

増減率 
 

対売上

高比率 
 

対売上

高比率 

売 上 収 益 8,569 100.0 14.5 7,484 100.0 7,252 100.0 

営 業 利 益 1,502 17.5 22.7 1,224 16.4 1,151 15.9 

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 利 益 
1,088 12.7 43.6 758 10.1 727 10.0 

基 本 的 １ 株 当 た り 

当 期 利 益 
61 円 11 銭 43 円 39 銭 41 円 65 銭 

１ 株 当 た り 配 当 金 ０円 00 銭 ０円 00 銭 ０円 00 銭 

（注）１．当社グループは、2020 年３月期より、国際会計基準（IFRS）に基づき連結財務諸表を作成しておりま

す。 

２．2022 年３月期（予想）は、その重要性に鑑み、連結の業績見通しのみを開示し、個別の業績見通しに

ついては、開示いたしません。 

３．2020 年３月期（実績）及び 2021 年３月期（実績）の基本的１株当たり当期利益は、期中平均発行済株

式数により算出しております。2022 年３月期（予想）の基本１株当たり当期利益は、公募予定株式数

（428,000 株）を含む予定期中平均発行済株式数により算出しております。 

４. 2021 年５月 14 日開催の取締役会において承認された 2021 年３月期の連結財務諸表は、「連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 51 年大蔵省令第 28 号）により、IFRS に準拠して

作成しておりますが、金融商品取引法第 193 条の２第１項の規定に基づく監査は未了であり、監査報

告書は受領しておりません。 
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【2022年３月期業績予想の前提条件】 

１.全体の見通し 

当社グループの理念は、顧客企業の人事・労務関連業務の土台を支え続けることで、企業社会を根底から支える基盤、つ

まり「『ソフトインフラ』としての役割を担うこと」であります。 

当社グループが提供する給与計算業務のアウトソーシングサービスは、給与・賞与計算はもちろん、地方税特別徴収補助

や年末調整補助業務等の季節性業務、身上異動等の人事関連業務並びに従業員及び各拠点との直接対応等、給与計算に関わ

る様々な周辺業務をサポートする「フルスコープ型アウトソーシング」であり、顧客企業の人事・労務関連業務の工数を削

減し、コア業務に特化するためのサービス提供を実現しております。 

大手企業を中心に給与計算処理実績社数 258社、人数 100万人（2021年３月末現在、人数は万人未満切捨て）の導入実

績があり、業界内において競争優位性を有しております。 

現在、当社グループを取り巻く外部環境として、特定業務の属人化防止、ペーパーレス化、テレワークの推進及び人事部

門がコア業務へ特化するための施策や、BCP対策の一環として検討を進める企業もあり、これらの課題をアウトソーシング

の活用により解決していく機運が高まっております。 

このような環境下、各企業は限られたリソースの選択と集中を行いながら、コア業務への特化、人事・労務業務を安定し

て継続させるための施策を戦略的に検討しており、これにより給与計算業務のアウトソーシングの活用がさらに活発化す

ることが予想されます。 

当社グループは、給与計算業務のアウトソーシングサービスを提供し新規獲得を推進することで、事業拡大を目指してま

いります。 

これらのことから、2022年３月期における当社グループの連結業績は、売上収益8,569百万円（前期比14.5％増）、営

業利益1,502百万円（前期比22.7％増）、親会社株主に帰属する当期利益1,088百万円（前期比43.6％増）を見込んでお

ります。 

なお、本業績予想は、2021年４月までの実績値（売上収益547百万円、営業利益32百万円、親会社株主に帰属する当期

利益18百万円）に、2021年５月以降の売上予測を加え、2022年３月期の見通しとしております。 

 

２.業績予想の前提条件 

当社グループの収益・利益は、給与計算処理実績人数の増加と連動し運用売上高が増加することによって拡大するため、

給与計算運用受注高、給与計算処理実績人数及びリテンション率（（当期運用売上高-喪失顧客の前期運用売上高）÷当期

運用売上高※）を重視しております。 

また、給与計算処理実績人数が増加することで、標準運用によるスケールメリットの効果があり、売上原価率の低下が見

込まれることから、売上総利益率の向上についても重視しております。 

上記を踏まえ、業績予想を作成しております。 

※当期運用売上高＝売上高－初期導入・仕様変更売上高-マイナンバー売上高 

 

（１）売上収益 

当社グループは給与計算業務の BPO 事業の単一セグメントでありますが、販売実績によるサービス別売上収益は、次

のとおりであります。 

給与計算関連サービスと年末調整補助業務に分けて記載しております。 

  （単位：百万円） 

サービスの名称 2022年３月期（予想） 2021年３月期（実績） 

給与計算関連サービス 7,437 6,528 

年末調整補助業務 1,131 956 

合計 8,569 7,484 
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給与計算関連サービスの売上収益は、当期サービス開始予定である顧客企業の人員数、解約となる顧客企業の人員数

及びすでにサービスをご利用いただいている顧客企業の人員数を基に算出しております。 

なお、2022年３月期は、2021年４月時点での既存の顧客企業の人員数である100万人に加え、2021年４月時点で受注

残として存在している顧客企業及び 2021 年６月以降に受注する予定である顧客企業について、2021 年５月以降に新規

でサービスを開始する増加見込み人数を加え、併せて2021年５月以降の解約見込みを考慮し、処理人数の増加は６万人

を見込んでおります。これらにより、2022年３月期末の処理実績人数が106万人となることを見込んでおります。 

年末調整補助業務は、給与計算業務をご利用いただいている顧客企業だけでなく、単独で本サービスをご利用いただ

いている顧客企業も存在しております。 

このことから、年末調整補助業務の売上収益は、給与計算サービスをご利用いただいている顧客企業の人員数及び解

約見込みから算出したリテンション率に加え、2022年３月期において単独で本サービスをご利用される顧客企業の人員

数を考慮して算出しております。 

以上のことから、売上収益は、2021年４月までの実績値547百万円に、2021年５月以降の予測8,022百万円を加えた

8,569百万円（前期比14.5％増）を見込んでおります。 

 

（２）売上原価 

売上原価は、給与計算処理実績人数の増加、高松新拠点の開設による人員の増加等に伴う労務費、新機能開発及び機

能強化開発に伴う新基幹システムのソフトウエアの減価償却費の増加を見込んでおり、2021年４月までの実績を踏まえ、

労務費3,885百万円（前期比22.7％増。うち、給与計算処理実績人数の増加による増加21.4％、高松新拠点の開設によ

る増加1.3％）及び新基幹システムのソフトウエアの減価償却費578百万円（前期比3.8％増）等により、5,989百万円

（前期比11.6％増）を見込んでおります。 

以上のことから、売上総利益は、2021年４月までの実績値126百万円に、2021年５月以降の予測2,453百万円を加え

た2,579百万円（前期比21.7％増）を見込んでおります。 

 

（３）販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は、株式上場後のIR活動等の費用として支払手数料208百万円（前期比21.7％増）、業績拡大

に向けた人員確保等による採用費85百万円（前期比17.1％増）及び、外形標準課税の適用に伴う租税公課73百万円（前

期比545.7％増）等により、1,141百万円（前期比18.2％増）を見込んでおります。 

 

（４）その他の収益、その他の費用、営業利益 

その他の費用として、株式上場準備費用等19百万円（前期比10,928.8％増）の発生を見込んでおります。 

以上のことから、営業利益は、1,502百万円（前期比22.7％増）を見込んでおります。 

 

（５）金融収益、金融費用 

金融費用は、2019年３月期に実施した借入金のリファイナンスについて、2021年４月までの金融費用の減少と、2021

年５月以降の金融費用の減少等を考慮し、金融費用は81百万円（前期比4.2％増）を見込んでおります。また、金融収

益は３百万円（前期比31.3％減）を見込んでおります。 

 

（６）親会社株主に帰属する当期利益 

法人税については実効税率 30.6％と見込んでおり、繰延税金負債の評価替による影響も踏まえて、法人税額等は 336

百万円を見込んでおります。 

以上のことから、親会社株主に帰属する当期利益は、1,088百万円（前期比43.6％増）を見込んでおります。 
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【業績予想に関するご留意事項】 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、実際の業績は、様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

以 上 


